
株式会社 遠鉄百貨店

貸借対照表

2025年2月28日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

資　産　の　部 負　債　の　部

円 円

【 流 動 資 産 】 14,429,125,045 【 流 動 負 債 】 9,929,550,011

現 金 及 び 預 金 184,367,273 買 掛 金 1,973,914,411

売 掛 金 1,034,797,326 未 払 金 1,055,046,982

未 収 金 433,722,055 未 払 費 用 33,257,627

預 け 金 11,716,030,386 未 払 消 費 税 等 51,779,546

商 品 881,867,460 未 払 法 人 税 等 112,903,479

貯 蔵 品 23,271,989 預 り 金 5,234,252,821

前 払 費 用 145,141,075 前 受 金 43,843,986

そ の 他 10,078,481 前 受 収 益 53,528,138

貸 倒 引 当 金 △ 151,000 商 品 券 1,370,508,967

【 固 定 資 産 】 5,144,613,624 そ の 他 514,054

( 有 形 固 定 資 産 ) 3,120,590,441 【 固 定 負 債 】 1,362,927,192

建 物 1,765,646,672 退 職 給 付 引 当 金 874,937,044

建 物 付 属 設 備 1,012,963,507 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 18,450,000

構 築 物 5,744,725 資 産 除 去 債 務 190,350,228

機 械 装 置 8,940,535 預 り 保 証 金 367,500

器 具 備 品 213,670,655 預 り 敷 金 278,822,420

土 地 113,624,347 負 債 合 計 11,292,477,203

( 無 形 固 定 資 産 ) 28,667,793

ソ フ ト ウ ェ ア 25,552,232 【 株 主 資 本 】 8,112,861,345

電 話 加 入 権 3,045,000 資 本 金 100,000,000

商 標 権 70,561 資 本 剰 余 金 380,000,000

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 1,995,355,390 そ の 他 資 本 剰 余 金 380,000,000

投 資 有 価 証 券 375,022,860 利 益 剰 余 金 7,632,861,345

関 係 会 社 株 式 20,000,000 利 益 準 備 金 120,000,000

出 資 金 650,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,512,861,345

長 期 貸 付 金 24,193,183 別 途 積 立 金 7,050,000,000

長 期 前 払 費 用 1,904,959 繰 越 利 益 剰 余 金 462,861,345

繰 延 税 金 資 産 556,108,525 【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 168,400,121

差 入 保 証 金 7,379,263 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 168,400,121

差 入 敷 金 1,010,096,600

そ の 他 19,506

貸 倒 引 当 金 △ 19,506 純 資 産 合 計 8,281,261,466

資 産 合 計 19,573,738,669 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,573,738,669

純　資　産　の　部



個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①関係会社株式 移動平均法による原価法

②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 　

 移動平均法による原価法

③棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

・商品 売価還元法

・貯蔵品 先入先出法

（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに

　2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法）

②無形固定資産

　定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異については定額法（7年）

により翌期から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給見込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年3月30日）及び「収益認識に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2018年3月30日）を適用してお

り、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

（5）会計上の見積りの変更

　当社は、従来、退職給付引当金の数理計算上の差異の費用処理年数を1年としておりました

が、従業員の平均残存勤務期間の実態に合わせ、当事業年度より費用処理年数を7年に変更し

ております。

2.当期純利益金額

462,160,759 円


